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オーストリアにおける歴史的建造物保護．その歴史と現状 
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On the conservation of the historical architectures in Austria.  
Its history and present system 
 
Monado EBISAWA*1 
 
In this paper the history and present conservation system of the historical architectures in 
Austria are described.  The article consists of three parts.  The first part (Chapter 2) deals 
with the history of the monuments conservation in Austria, which began in 1850 under the 
Habsburger monarchy, and has developed into a national task until today.   The second part 
(Chapter 3) treats the present conservation system in Austria, introducing the national law 
for the monuments conservation (Denkmalschutzgesetz).  Austrian architecture 
conservation’s flexibility can be pointed out as one of the characteristics.  The third part 
(Chapter 4) shows several examples of the recent restoration works for the residential 
architectures planned by the famous Austrian architect Otto Wagner (1841-1918) in Vienna 
at the end of the 19th century.   
 
１．はじめに 
近年、日本では、歴史的建造物保護への関心がと
みに高まっている。1996 年の登録文化財制度の導入、
2003 年の景観法の制定といった法制度の整備とと
もに、地方自治体や市民団体によるまち作り運動が
幅広く展開され、文化継承の拠り所としての歴史的
な建築・街並みへの認識は広く共有されるようにな
ってきた。開発・発展の名の下に多くの歴史的な建
築や街並みを犠牲にしてきた右肩上がりの都市発
展への反省から、過去の文化遺産との取り組みを重
視する風潮は明らかに高まりを見せている。 
それは世界的に見ても同様であり、例えば、ユネ
スコの世界遺産の登録件数の増大はそれを示して
いると考えられる。歴史的な建造物は人類の記憶を
伝えるかけがえのない遺産であり、その価値が改め
て認識されているのである。多様に展開する世界の
保存・修復の実情を知ることは、これからの日本の
歴史的建造物保護のあり方を考える上でも意義の
あることだろう。 
本稿がテーマにするのは、オーストリア共和国に
おける歴史的建造物保護の歴史と現状である。中央
ヨーロッパに君臨したハプスブルク帝国のかつて
の宮廷都市、ウィーンを首都とするこの国は、多く
の歴史的な文化遺産を有し、近代の記念物保護に関
する理論的提案と実践においても相応に重要な役
割を担ってきた。しかしながら、これまで日本では、
この国の歴史的建造物保護の実際については、ほと
んど論じられてこなかった 註 1。ゆえに本稿は、そ
の制度的な概要を提示し、歴史的建造物保護のあり
方を考える上での一資料を提供することを目的と
する。 
 
２．オーストリアにおける歴史的建造物保
護の歴史 註2 
 
 オーストリアにおいて歴史的建造物保護のため
の組織が最初に整備されたのは、1850 年である。同
年 12 月 31 日、「記念建造物の研究と保存のための
帝国中央委員会〔K.k. Central-Commission für die 
Erforschung und Erhaltung der Baudenkmale〕が、皇帝
フランツ・ヨーゼフ１世により設立された。この組
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織は、1853 年よりさし当たり、当時の商工業省の下
部に置かれた。その名称が示すように、研究と実践
の両面に重きを置く組織であり、その特徴は現在ま
で受け継がれている。この中央委員会の活動は、法
律ではなく規約〔Status〕によって規定されるもの
であった。また、委員会に属する保存官は、すべて
名誉職であり、ボランティア的な活動を主体とした。
初期の活動の重点は、記念建造物の研究に置かれ、
その成果を示すものとして、1856 年より『帝国中央
委 員 会 報 告 書 〔 Mittheilungen der k.k. Central- 
Commission〕』と『帝国中央委員会年報〔Jahrbuch der 
k.k. Central-Commission〕』の発行が始まる。1859 年
には、フランスに倣って、この中央委員会は「文化
教育省」の下部に置かれることとなった。この組織
間の関係は、省の名称変更はあるものの、現在まで
通じるものである。 
1873 年、中央委員会は、「芸術および歴史的記念
物の研究と保存のための帝国中央委員会〔K.k. 
Zentralkommission für die Erforschung und Erhaltung 
der Kunst- und historischen Denkmale〕」へ名称変更さ
れる。この結果、建造物だけではなく、すべての記
念物が研究および保存の対象となった。この委員会
は、次の三部門に分けられていた。すなわち、「有
史以前と古典古代」「中世と新しい時代」「様々な種
類の歴史的記念物」である。この時点ですでに、中
央委員会は修復作業を助成するための予算を持っ
ていたが、記念物保護のための法律は未だ存在して
いなかった。1890 年代にはいると法律作成の気運が
高まり、1894 年には法案が構想され、1898 年に貴
族院に提出されるが、実現はしなかった。 
1903 年には、美術史家アロイス・リーグル
（1857-1905）が中央委員会に加わり、保存官に任
命された。彼は 1897 年にウィーン大学教授となっ
た優れた学者であり、1893 年の『様式論』など多く
の著作によって、美術史上の「ウィーン学派」の創
始者の一人として知られている。1903 年に彼は、記
念物保護に関する理論的な論文「近代の記念物崇拝
の本質と起源〔Wesen und Entstehung des modernen 
Denkmalkultus〕」を著した。これは、現在でもオー
ストリアの記念物保護における理論的基盤となっ
ている。リーグルは、極めて客観的な視点から、記
念物が持つ価値を、「回想的価値」と「現在的価値」
に大きく二つに分けた。回想的価値はさらに、「意
図された回想的価値」「歴史的価値」「古さの価値」
に分類され、現在的価値は、「使用価値」「芸術価値」
に分類された。このような価値の定義は、記念物を
扱う上での指標を提示するものであり、リーグルの
なした重要な功績であった。彼の考え方は、特にド
イツ語圏で大きな影響力を持ったとされる。 
1911 年には、中央委員会は、皇帝によって指名さ
れた保護者フランツ・フェルディナント皇太子の庇
護下に入り、「記念物保護のための帝国中央委員会
〔K.k. Zentralkommission für Denkmalpflege〕」へと名
称変更する。この委員会は、「国家記念物局」「記念
物評議会」「美術史研究所」の三つの組織から構成
された。また、国家記念物局の支所として、帝国領
土 内 の 各 地に 、「 地 方保 存 委 員 会〔 Landes- 
konservatoren〕」が設けられた。これは、現在にも通
じる地方組織として発展していった。 
1918 年には第一次世界大戦が終結し、オーストリ
アは共和制へ移行した。そのような混乱期に、芸術
品を紛失から守ることが早急の課題となり、同年、
記念物保護法に先駆けて「輸出禁止法〔Ausfuhr- 
verbotgesetz〕」が制定された。同じ年、国家記念物
局の考え方を受け継ぐ形で、連邦記念物局が発足し
た。 
そして 1923 年 9 月 25 日に、連邦法としての「記
念物保護法〔Denkmalschutzgesetz〕」が成立する。こ
の法律は、数度の改正を経ながら、現在までオース
トリアの記念物保護の基盤として維持されている。 
1934 年には、国家機構の改変によって、連邦記念
物局は、省庁の一部門である「連邦教育省内の記念
物保護中央署〔Zentralstelle für Denkmalschutz im 
Bundesministerium für Unterricht〕」へと移し替えられ
た。この中央署は、ナチス・ドイツによるオースト
リア併合が行われた 1938 年に廃止されることにな
る。ただし、地方保存委員会の機能は、ナチスの統
治組織であるガウ大管区内において存続し、専門の
役人も継続的に活動することができた。その一方で、
美術史研究所は、「記念物保護研究所〔Institut für 
Denkmalpflege〕」へと変更されるが、これは、記念
物保護に関する実質的な権限を持つものではなか
った。この体制が、1945 年の終戦まで続く。 
第二次世界大戦が終結した 1945 年、連邦記念物
局は、連邦教育芸術省所属の組織として再び設立さ
れ、戦後復興に尽力することになる。戦災記念物に
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対する業務に加えて、1950、60 年代には経済復興に
よる新たな脅威が記念物を襲い、記念物局の仕事は
増加していった。連邦記念物局は、1970 年には新設
の連邦学術研究省に配属されることになる（現在は、
2000 年新設の連邦教育学術文化省に配属）。 
1978 年、記念物保護法が改正され、新たに「アン
サンブル（Ensemble：建造物などの不動産を群とし
て扱う）」の概念が導入された。さらに、戦後の記
念物保護政策の中で、それまでの純然たるモニュメ
ントだけではなく、社会の証拠としてのより地味な
建造物や、技術史的な意義をもつ記念物なども保護
対象になっていった。 
1999 年には再び大きな法改正が行われ、記念物保
護法と輸出禁止法が統合されることになった。さら
に後述するように、国家、地方自治体、あるいは教
会といった公的な所有に帰する記念物に対して、
「通達」という方法を用いて、保護指定を促進させ
ようとする条項（第２a 条）が新たに設けられた。
現在、2010 年という期日を設定し、記念物保護作業
の充実と体系化が図られているところである。 
 
３．オーストリアにおける歴史的建造物保
護制度の概要 
 
続いて、現在のオーストリアにおける歴史的建造
物保護制度の概要を提示しよう。まず第１節で、オ
ーストリアにおける「記念物〔Denkmal〕」の定義、
その指定状況、制約および財政的援助について、記
念物保護法を参照しつつ解説する。続く第２節では、
記念物保護を統括するオーストリア連邦記念物局
の構成や活動について紹介する。そして第３節で、
オーストリアの歴史的建造物保護制度の特徴につ
いて、私見を述べたい。 
 
３−１．記念物保護法とオーストリアにおける
「記念物」 
① 記念物の定義 
歴史的建造物は、制度的に見た場合、オーストリ
アでは「記念物〔Denkmal〕」の一部となる。この「記
念物」の定義がなされているのが、記念物保護法で
ある。前章で見たように、オーストリアの記念物保
護法は、1923 年に制定され、それが数度の改正を経
て、現在もオーストリアの記念物保護行政の基盤と
なっている。 
この法律は現在、５つの章、４１の条項から成り
立っている（資料１参照）註 3。今回は、その概念規
定を知る上で最も重要な「第１章．一般的規定」を
資料として訳出した（資料２）。 
第１章第１条の冒頭で、オーストリアにおける
「記念物」は、次のように定義されている。すなわ
ち、記念物とは、「人類が創作した、歴史的、芸術
的、あるいは特別な文化的意義を持つ、不動産もし
くは動産」であり、「それを保存することが公共の
利益に資する」もの、とされる。歴史的、芸術的、
文化的な意義を挙げる点は、日本の文化財保護法の
「文化財」の定義とも似ており、かなり一般的なも
のだと言えるだろう。 
記念物のさらなる区分を見てみよう。まず、「不
動産」と「動産」という二種類については言及がな
されているが、日本のように、「有形文化財」「無形
文化財」「民俗文化財」といった細かい定義は、同
法の中では行われていない。もっとも、1978 年に導
入された「アンサンブル」は、同法の中でも明記さ
れており、特別な概念であることがわかる 註 4。そ
の他に、埋蔵記念物〔Bodendenkmal〕に関しても、
第８条から第１１条で個別に論じられているが、本
稿の対象とする「歴史的建造物」とは一線を画すの
で、ここで詳しく言及するのは避けたい。 
ちなみに、後述する連邦記念物局の組織の中には、
首席保存官直属の部署として、「建築と建設技術」
「埋蔵記念物」「歴史的庭園」「技術記念物」といっ
た記念物種別の担当部署が置かれている。法律上は
「記念物」の中で区分があるわけではないものの、
実務に当たっては当然ながら、担当部署が分かれて
いるということだろう。 
また、記念物の中には、日本の有形文化財に見ら
れる、「国宝」「重要文化財」のような段階的な区別
はない。さらに、日本が、イギリスなどの保存行政
先進国を参考にして 1996 年に導入した「登録文化
財制度」は、オーストリアにはない。すなわち、現
在の日本のように、「記念物」における「指定」と
「登録」の区別はないようである。だから、歴史的
な建造物は、まずは一様に「記念物」として保護対
象下に置かれることになる。それはある意味では非
常に大まかであり、緩やかな制度ということができ
る。 
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② 記念物の指定 
現在の記念物保護法において記念物の指定方法
を定めているのが、第２条と第３条である。すなわ
ち第２条の「法的推定〔gesetzliche Vermutung〕に基
づく暫定的な保護指定〔Unterschutzstellung〕」、第２
a 条の「通達〔Veordnung〕による暫定的な保護指定」、
第３条の「通知〔Bescheid〕による保護指定」とい
う項目である。 
オーストリアの記念物保護においては、たとえ私
有財産であっても、国が物件を選定し、「通達」、「通
知」などで記念物指定を促すという、トップダウン
的な傾向が強い。その際、法的には所有者の同意は
必要ないことになっている。この点は、文化財指定
において原則的に所有者の同意を必要としている
日本と比べると、かなり強権的な方法に映る。この
スタンスは、公共の遺産としての「記念物」は国が
率先して保護するべきだ、という伝統的な意識に支
えられたものだと思われる。 
ちなみに、これまで「記念物」に「指定」すると
いう表現をとってきたが、オーストリアの記念物保
護法では、正式には、「記念物保護下に置く〔unter 
Denkmalschutz stellen〕」という表現をとる。ゆえに
ニュアンスとしては、日本でいう「文化財指定」よ
りはやや緩い表現かもしれない。ただ、本稿では便
宜上、「記念物に指定する」もしくは「記念物とし
て保護指定する」という表現を用いることとしたい。 
さて、この記念物の指定の方法は、1999 年の法改
正によって、内容が若干複雑になった。1999 年以前
はかなりシンプルで、第２条が「法的推定に基づく
保護指定」、第３条が「通知による保護指定」とな
っていた。指定対象からみた場合、第２条は、国、
州、その他の公的機関（財団、宗教団体など）が所
有する記念物に対するものであり、第３条は、私有
物としての記念物に対するものであった。 
まず第２条を見てみよう。ここで述べられている
のは、公的な所有に帰する記念物の場合、その所有
者側からの申し出に対して記念物局が記念物とし
て相応しくないとの判断を下さない限り、その保存
が公共の利益に存する（つまり保護対象となる）と
いう内容である。かなり回りくどく、漠然とした表
現だが、つまり、オーストリアにおける公的な歴史
的建造物は、記念物局が記念物ではないことを表明
しない限り、現存する時点ですでに記念物の範疇に
含まれるということだと解釈できる。よりわかりや
すく言い直してしまえば、公的な歴史的建造物は、
原則的にはすべて「記念物」と見なすというスタン
スを取っているということだろう。 
一方、第３条で規定された、私有物に対する記念
物指定の方は、それとは異なり、記念物局主導のト
ップダウン的なものである。すなわち、住宅建築な
どの私有の歴史的建造物の場合、記念物局が記念物
としての価値があると判定すると、同局は「通知」
によって所有者に「記念物保護下に置く」旨を知ら
せる。そしてその物件は、行政区の土地台帳に、そ
の旨記載されることになる。その際、法的には所有
者の同意は必要ないということになっている。つま
り、記念物局が「記念物」の条件を満たしていると
判断した私有建造物は、半強制的に「記念物」に指
定されてしまうのである。 
以上が 1999 年までの文化財保護法で規定されて
いた記念物の指定方法についての概要であった。こ
のような記念物保護指定の方法は、1999 年の法改正
を経て、やや細かく規定されることになった。特に
第２条である。 
第２条は、「法的推定に基づく暫定的な保護指定」
というタイトルが示すように、「暫定的」という言
葉がついた。この暫定的は、具体的には、「2009 年
12 月 31 日まで」を指している。この法改正の意図
は、2000 年から 2009 年までの十年間を、制度上の
移行期間に設定し、その間により強力かつ徹底して
記念物指定の体系化をはかろうということのよう
である。そして、第２条を補う条項として、第２a
条「通達による暫定的な保護指定」が新たに加わっ
ている。上述したように、1999 年までは、公的な所
有に帰する建造物に関しては、法的推定という多分
に曖昧な方法によって記念物の保護対象を設定し
ていたが、「通達」というより明瞭な手段を用いる
ことによって、より強力かつ具体的に記念物のリス
トアップと指定作業を促進しようとするものと理
解できる。 
実際、この改正によって新たに作成された条項の
中には、「通達は、精密にかつ誤解の余地のないよ
うに記念物に関して記載し、少なくともその地理的
かつ土地台帳上のデータを持っていないとならな
い」（第２a 条第１項）や「記念物局は、通達の公布
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の前に、外観や内観といった個々の記念物の意義に
ついての短い所見とともに、その意図する内容につ
いて、少なくとも所有者や、その記念物の存在する
地区の州知事や市長などに提示する必要がある」
（第２a 条第３項）という説明が付されているが、
これは記念物の保護指定をより明瞭に行うための
手段であると考えられる。このような方法を取るこ
とによって、2010 年の時点では、従来に増して体系
化された国内の記念物の保護指定リストが出来上
がるようにするという算段のようである 註 5。 
その一方で、第３条の「通知による保護指定」に
関しては、不動産記念物のリスト作成に関する項目
（後述）や、公園・庭園の保護指定に関連する項目
が新たに加えられているものの、建造物の保護指定
の方法に関しては、1999 年の法改正以前と大きくは
変わっていない。 
ここでは第３条と関連して、私有の建造物が記念
物指定される場合の、所有者側の対応に関して補足
することにしたい。前述したように、オーストリア
の記念物保護法では、私有の建造物を記念物指定す
る場合、トップダウン的に、記念物保護局が判断を
下し、「通知」によってその旨を所有者に伝えるこ
とになっていた。その際、所有者の同意は法的には
必要ないことになっている。しかし、もしも所有者
がその決定に不服がある場合は、「逆鑑定
〔Gegengutachtung〕」というものを申請することが
できる。その手続きは、所有者自ら起こさねばなら
ない。記念物保護の専門家もしくは大学教授などの
法的に認められた鑑定人が派遣され、その建築に本
当に記念物としての価値があるかどうかがもう一
度判断されるのである 註 6。 
なお、連邦記念物局が、記念物の判定のために視
察を申し込んできた場合、所有者は原則的にその申
し出を拒否することができない。また、所有者は記
念物に関する情報を提供する義務を負うこととさ
れている（第４０条）。 
オーストリアの記念物保護行政は、あくまで、国
家の公共の利益のために、歴史の証しとして、過去
の遺産を守るという強い意識に支えられている。そ
の際、記念物の所有者が誰であるかという問題は、
二の次になるようだ 註 7。このようなかなりトップ
ダウン的（より厳しい表現を使えば、強制的）な保
護指定によって、続いて述べるように、オーストリ
アの保護対象記念物の件数は日本に比べてはるか
に多いものとなっている。 
 
③ 記念物の数 
それでは、実際に保護下に置かれている記念物の
数はどれくらいあるのだろうか。 
はっきり言えるのは、少なくとも 10 万件以上の
建造物が、記念物保護の対象になっているというこ
とである。ただし、残念ながら現時点での正確な総
数に関しては、筆者は把握できていない。それには
筆者の調査不足という面もあるが、同時にこの国の
記念物に関する情報公開体制も関係している。筆者
が面会した保存官の話では、現在のオーストリアで
は保護指定された記念物に関するリストは、一般に
は公表されていないとのことであった註 8。少なくと
も、日本のように文化庁のホームページから「文化
財」の数的統計を簡単に入手できるような状況には
まだなっていないのが現実である。その理由には、
一つには保護対象となっている記念物が膨大な数
に上るという事実があるが、それと関連して、現在、
記念物の指定とリスト化の作業が進行中であり、そ
の一応の完成を待たなければならない段階にある
という事情が挙げられる。 
事実、記念物局のホームページには、「2010 年を
目指して、国際的な例に倣い、全オーストリアの記
念 物 所 在 状 況 を 対 象 と し て 、 記 念 物 目 録
〔Denkmalverzeichnis〕がまとめられる予定である」
と記されている 註 9。そして、先述した、1999 年改
正の記念物保護法第３条第４項においても、このリ
スト化作業に関する新たな条項が加えられている。
それによると、記念物局は、通知や通達によって指
定された記念物をリスト化しなければならず、その
最初のリストは 2010 年 7 月 1 日付で作成されるこ
ととなっている。この新しいリストには、土地台帳
上のデータや、記念物の特徴などが記されることに
なっており、2011 年以降は、毎年 7 月 1 日付で新た
な指定物件に関しての情報が更新されることにな
る。リストは一般の閲覧に供することが可能になり、
また、誰もが購入できるようになるとも記されてい
る 註 10。つまり、現在は、オーストリア国内の膨大
な数の記念物の体系化・リスト化の作業期間中であ
り、正確な統計は、2010 年まで待つべきということ
のようだ。 
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ここでは参考までに、1989 年に連邦記念物局が
発行した記念物保護に関する解説書に記載された
情報を参照することとする。この統計は、1980 年時
点のものとかなり古い情報ではあるが、この冊子が
現在でもオーストリアの記念物保護を知るための
基本文献とされていることから 註 11、少なくとも、
記念物の数的な概略を説明する上では有効なもの
だと考えられる。 
この統計には、埋蔵記念物や、いわゆる記念碑、
噴水、さらには乗り物などといった記念物も挙げら
れているが、本稿の対象である建造物に限ってその
総数をまとめてみると、「表１」のようになる。「ア
ンサンブル」が 1550 件、教会、修道院、墓地等の
宗教関連の施設が 9,028 件（世俗化されたものを含
む）、城塞やかつての都市防御施設が 751 件、宮殿
建築が 2,044 件、市庁舎、劇場などの公共施設が
1,498 件、住宅・農家が 103,920 件、総数で 118,791
件である（一部、予想数値を含む 註 12）。11 万件以
上という数は、日本の文化財建造物に比べて 10 倍
以上の数である 註 13。この数字は 25 年前のデータ
なので、それが予想数値を含むとはいえ、現在はさ
らに多くなっていると考えられる。 
特に注目されるのは、住宅・農家の多さだ。説明
によれば、この約 10 万 4 千件の記念物の内、1 万 4
千件が単独の記念物としての住宅建築であり、残り
がアンサンブル（歴史的都市の中で一群のものとし
て認められた記念物群）を構成する要素としての住
宅建築ということである 註 14。おそらく、この記念
物の中には、著名建築家の一級の住宅作品から、街
中で日常的に利用されているような、匿名性の強い
平凡な住宅までが含まれていると思われる。そうい
った多様なものが、基本的には歴史的価値という点
から、一様に記念物保護の対象となるわけであり、
この数の多さは、オーストリアの記念物保護の幅の
広さを示すものと指摘できよう 註 15。 
参考までに述べると、記念物指定の際の建造物の
古さの基準については、記念物保護法には明記され
ていない。記念物局のホームページでは、記念物は
「石器時代の墓地から、古典的な近代の住宅建築ま
での幅広く多様なものを含む」註 16 といった漠然と
した表現がなされているが、実際には、第１条に挙
げられた諸価値を総合的に判断してケース・バイ・
ケースに判断が下されると言うことなのだろう。ち
なみに、第４章で述べるオットー・ヴァーグナーの
作品が記念物保護下に置かれたのは、すべて戦後に
なってからということであり 註 17、それを見る限り
では、記念物の指定に至るまで、建設後半世紀ほど
の期間を要しているようである 註 18。もっとも、こ
の点についてはさらなる調査が必要であり、今後の
課題としたい。この点に関しても、リストの整備と
公開が待たれるところである。 
 
④ 記念物の制約 
国家の記念物になるということは、当然ながらそ
の維持のために、様々な制約が課されることをも意
味している。この点について記されているのが、第
４条と第５条である。第４条は「記念物の破壊もし
くは変更の禁止」、第５条は「記念物の破壊もしく
は変更の許可」「記念物保護指定の取消」について
述べている。 
第４条、第５条の要点をまとめると、次のように
なる。オーストリアでは、記念物保護下にある記念
物の「実体、あるいはこれまで伝えられてきた外見、
芸術的効果に影響を与えるようないかなる破壊お
よび変更」も、記念物局の許可なしには行うことは
できないとされている。例えば、記念物保護下に置
かれている自邸を改築しようとする場合、まずはそ
［表１］ オーストリアの記念物（建造物）の数（1980） 
アンサンブル 1,550 
教会、礼拝堂、神殿など 6,693 
修道院 323 
司祭館・宗教団体施設など 1,158 
墓地、墓石などの宗教上の施設・設備 854 
都市防御施設（塔や門など） 216 
城塞とその廃墟 535 
宮殿建築 2,044 
公共建築（市庁舎、劇場、兵舎、病院、
学校、博物館、スポーツ施設など） 
1,498 
住宅・農家 103,920 
総数 118,791 
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の計画（図面等）を記念物局へ提出し、審査を受け
なければならない。記念物局はその計画に対して、
是非を判断し、記念物保護の観点から問題ないと言
うことであれば、申請者に許可を与える。その際、
同局は、建造物の将来的な維持という点も考慮に入
れながら、厳正な判断を下すことが課せられる。 
もしも、記念物局が建造物の改築申請を却下する
場合には、当局はその理由を申請者に告知する必要
がある。その判定に不服の場合、申請者は、その改
築計画を実施したい理由を改めて申し立てる機会
をもつことができることになっている。その場合、
記念物局は、申請者から提示された理由と、記念物
保護の利益とを再度慎重に比較検討し、しかるべき
判断を下さなければならない。もしも、その結果が
再び却下となり、申請者がそれに納得できない場合
は、上級の役所である「連邦教育学術文化省」へ控
訴することができる 註 19。 
ちなみに、記念物が時に不幸な要因によって、あ
るいは違法にも許可なしに変更されたり、破壊され
たりしてしまったとき、そしてその結果として、公
共の利益に資するという記念物本来の価値を失っ
てしまったような場合は、記念物保護指定の取消手
続きが取られることになる（第５条第７項）。 
 
⑤ 記念物への助成 
上述したような制約に対して、同時に、記念物に
なることの利点として、修復・保護に対する補助金
や税制優遇などが設けられるのが一般的である。オ
ーストリアでは、主として「補助金」と「税制優遇」
の二通りがある 註 20。 
補助金には、記念物保護法第３３条で記されてい
る「記念物基金〔Denkmalfonds〕」によるものがあ
る。これは、寄付や、同法３７条に規定された罰金
などを元手に作られた基金であり、崩壊の危機にあ
る建造物の保護などに拠出される。その他には、各
州が制定している州法（例えば、ザルツブルク州が
制定している「古都市保存法〔Altstadterhaltungs- 
gesetz〕」など）からの助成や、「住宅助成金法
〔 Wohnbauförderungsgesetz 〕」「 住 宅 修 復 法
〔Wohnhaussanierungsgesetz〕」などに基づいた助成
も可能なようである。 
税制優遇に関しては、記念物保護法第３２条第１
項で、「所有者にとっての記念物と結びついた税的
優遇は特に考慮されるべきである」と記されている
が、同法の中にはその具体的な記述はない。その内
容は、1988 年改正の「所得税法〔Einkommensteuer- 
gesetz〕」の中で規定されており、記念物の修理・改
修工事に要した費用が所得税から控除されるなど
の税制優遇があるようである。 
 
３−２．連邦記念物局 
記念物保護法を基盤として、歴史的建造物保護の
実務を担当するのが、オーストリア連邦記念物局
〔Bundesdenkmalamt〕である。この役所の歴史的経
緯については、第２章で述べたとおりである。ここ
では、現在の組織の構成や仕事内容などを紹介する。 
資料によれば、連邦記念物局には、以下の三つの
機能があるとされる 註 21。 
すなわち、 
１．役所（官庁）としての機能 
２．記念物の研究に従事する学術機関としての機能 
３．不動産・動産記念物の保存に実践的に携わる専
門機関としての機能 
である。 
２，３の機能を表明しているという点で、日本の
文化庁と比べて、学術・技術的な専門機関としての
性格を強く持っていると言える。これは、第２章で
述べたような歴史的経緯があるからだろう。２の機
能については、後述するような出版活動によってそ
の実態を知ることができる。また、３についても、
記念物局の中に「中央専門部門」が設けられ、専門
的な作業に従事している実態から確認できる。 
 
① 構成 
記念物局自体は比較的小規模な組織である。長官
〔Präsident〕を頂点に、「中央」と「地方」というか
たちで組織が大きく二つに分けられている。長官の
下には、「首席保存官〔Generalkonservator〕」と「建
築監督官〔Architekturdirektor〕」の二つの役職が配
置されている。首席保存官が統括するのが、専門的
な作業に従事する 11 の部門から構成された「中央
専門部門〔Zentrale Fachabteilungen〕」である。一方、
建築監督官が統括するのは、九つの州に設置されて
いる「州保存委員会〔Landeskonservatorate〕」であ
る 註 22。 
中央専門部門には、「建築と建設技術」「埋蔵記念
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物」「記念物目録」「歴史的庭園」「博物館、図書館」
「修復工房」「音響記念物〔Klagdenkmal〕」「技術記
念物」といった専門分野ごとの 11 の部門が設けら
れている。それぞれの部門は、1 人から、最大 10
人程度の専門家によって構成される小規模な組織
である。 
各州に置かれている「州保存委員会」も、3〜10
人の専門家で構成される小規模な組織だ。ウィーン
州 註 23 が最大で 10 人を擁しているが、他の州は 9
人以下で、一番少ないブルゲンラント州は 3 人しか
いない。ウィーンの場合は、この 10 人の専門官が、
市内の記念物の修復作業をすべて統括しているこ
とになる。それは、記念物の総数から見たら、かな
り少ない人員と言えるかもしれない。 
ちなみに、オーストリアでは、（ヨーロッパでは
一般的なことであるが）大学の建築学科に記念物保
護の講座が置かれ、その専門家が養成される土壌を
もっている。また、修復を専門とする民間業者が多
数存在しており、多くの修復作業は、彼らの管理下
で行うことができる。そのような大学や民間企業と
の連携によって、小さいながらもこの組織が成り立
っていると考えられる。 
さて、オーストリアの記念物保護行政は、中央官
庁としての連邦記念物局の下に、支所としての州保
存委員会が配置されるという明快な組織体制を取
っている。これは、今なお中央集権的な性格が強く
残るものと見なせるだろう。同じ連邦共和制を取る
国家でありながら、ドイツのように記念物保護行政
における地方分権は進んでいないようである。もち
ろん、それには国家の規模の問題もあるが、同時に
オーストリアの場合、19 世紀以来の伝統的な体制が、
今でも根本的には受け継がれているということな
のだろう 註 24。 
 
② 出版物 
学術・研究機関としての記念物局の性格を示すも
のに、出版活動がある。出版物の代表的なものとし
ては、以下のものが注目される 註 25。 
 
『デヒオ：オーストリアの芸術記念物ハンドブック
〔Dehio–Handbuch der Kunstdenkmäler Österreichs〕』 
このシリーズは、オーストリアの文化遺産（主に
建造物）の概要をその土地ごとに簡要に記述し、ま
とめたものである。各区、各通りごとに検索できる
構成になっており、一種の辞典的な役割を担ってい
る。各州に関して、一巻もしくは数巻が割り当てら
れている。ウィーンに関しては、2003 年に全巻が揃
い、一応の記念物の概要が把握できるようになった。
このデヒオは、一見すると「記念物」の目録のよう
にも見えるが、ウィーン州保存委員会の保存官マル
ドーナー博士によれば、これは正式な記念物目録
（リスト）ではなく、あくまで専門書〔Fachbuch〕
とのことである。デヒオ・シリーズの名称は、19-20
世紀転換期に活躍したドイツ人美術史家ゲオル
ク・デヒオの名に由来するものであり、ドイツでも
同名のシリーズが出版されている。 
 
『オーストリア芸術地誌〔 Die Österreichische 
Kunsttopographie〕』 
各巻を一つの行政区や一つの都市に割り当てて
編集された、記念物に関する調査記録である。デヒ
オに比べて記述が詳細であり、一つの記念物に対し
て、数ページから、場合によっては一巻が割り当て
られることもある 註 26。史料、参考文献の所在はも
とより、建築分析、図面、写真も豊富に掲載される。
各巻は、基本的に一人の著者によって執筆されてお
り、研究書の体裁を取る。1907 年に出版を開始し、
現在 60 巻に到達しているが、それでもオーストリ
アの全地域、全時代をカバーするには至っていない。
このような編集作業の気長さに、オーストリア人の
国民性を感じることもできる。 
 
『 オ ー ス ト リ ア 芸 術 お よ び 記 念 物 保 護 誌
〔Österreichische Zeitschrift für Kunst und Denkmal- 
pflege〕』 
オーストリアの記念物保護に関する学術的な雑
誌である。オーストリア帝国時代の 1856 年に創刊
された『帝国中央委員会報告書』を前身とし、以後、
数度の名称変更を経て今日まで続く。現在は、年４
冊発行ということになっているが、実際の出版は、
２冊組で年２回である。実際の修復作業を通して得
られた新たな見識が、ここで発表される。1995 年か
らは、その年に実施された修復作業の報告に一冊が
割り当てられており、かなりまとまった情報が記録
されるようになった。 
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３−３．オーストリアの歴史的建造物保護制度
の特徴 
以上の記述をもとに、現段階で、オーストリアの
歴史的建造物保護制度の特徴をまとめるとすると、
次の二点が挙げられるのではないだろうか。 
 
１．幅広く、緩い保護指定と柔軟な対応 
オーストリアの記念物の数は、日本の文化財建造
物の数と比べて 10 倍以上の数に上る。人口 800 万
人という小規模国家であるということを考慮すれ
ば、国民一人当たりの文化財の数は、日本の 100 倍
以上ということになる。つまり、オーストリアの記
念物保護制度の特徴は、まずは幅広い範囲に、比較
的緩い保護対象という網をかけて、その先は個別に
（ケース・バイ・ケースの判断で）対応していくと
いう点にあるのではないかと思われる。その際、指
定された記念物は、法的に細かくカテゴリー分けさ
れるわけではなく、一様に「記念物」として保護対
象となる。すなわち、「記念物」の定義もまた、か
なり漠然としていて、曖昧なのである。 
このような多分に曖昧さをもった緩やかなシス
テムの中で、様々なものに臨機応変に対応しようと
するところが、この国の記念物保護の特徴だと感じ
る。そのような制度であるために、実際の保存・修
復・改修に際しての判断は、まさにケース・バイ・
ケースであり、その時々で所有者の必要に応じた、
比較的柔軟な対応がなされうる。そのような柔軟さ
は、小規模な国家でこそ取りうる利点だと考えるこ
ともできよう。その反面、作業が個別対応的になり、
全体統括的な作業が遅れがちになるという欠点が
指摘できるかもしれない。現行での記念物目録の不
完全さなどはそれを示しているように思われる。も
ちろんそこには、記念物の数に比して記念物局に配
属される専門職員が少ないといった体制的な問題
も多分にあると考えられる。 
 
２．保護指定に見られるトップダウン的な性格 
オーストリアでは、記念物の指定において、かな
りトップダウン的な方法をとっていたが、これは日
本と比較した場合、非常に際立つ特徴と言えるだろ
う。歴史的な建造物はあくまでも国民共有の財産で
あり、個人の利益は二の次であるという考え方は、
記念物保護のスタンスとして、非常に明快である。 
４．オットー・ヴァーグナーの住宅作品の
保存・修復状況に関するノート 
 
続いて、オーストリアにおける歴史的建造物保護
の具体例を示すために、筆者の研究対象でもある建
築家オットー・ヴァーグナーの作品の修復・改修事
例を取り上げる。 
オット ・ーヴァーグナ （ーOtto Wagner: 1841-1918）
は、19-20 世紀転換期のウィーンを代表する建築家
であり、おそらく世界的に見ても、この時代におい
て最も影響力を持った建築家の一人と言えるだろ
う。彼は、ウィーン市内に 60 以上の建築作品を残
した。その内の半数以上（36 作品）が、彼が全体計
画を請け負ったウィーン市内鉄道のための駅舎で
ある 註 27。残りの 30 作品の内、9 件が、銀行、教会
などの公共的な建造物 註 28 であり、21 作品が住宅
（集合住宅、別荘、店舗併設住宅など）であった。
駅舎の多くは、現在も市民の交通拠点として利用さ
れており、駅舎以外の 30 作品の中では、27 棟の建
築が現存する。その中には、戦災などのために大き
な改変を受けた例もあるが、多くは竣工後約一世紀
の間に、何らかの修復が施され、原状に近い形で維
持されてきている。当然、彼の建築作品の大半は記
念物に指定されているので、原則的にオリジナルを
維持した形での修復や活用が必要となる。 
建設後百年という年月を経ているだけに、近年で
は、常にヴァーグナー作品のいずれかで、修復作業
が行われているという状況にある。そのため、ヴァ
ーグナーの建築を見るためにウィーンを訪れたに
もかかわらず、作品を十分に見られず、写真を撮る
こともできなかったということは珍しくない。 
近年最も注目すべき修復事例は、ともにヴァーグ
ナーの代表作として名高い「郵便貯金局」（1903-07、
1910-12 年建設）と「シュタインホーフの教会」
（1902-07 年建設）の修復で、それぞれ 2003-05 年、
2001-06 年に実施されている。これらはともに、建
設後百年を契機として、公的な資金を傾注した大々
的かつ総合的な修復が行われたものであり、可能な
限りの原状復帰が試みられるとともに、今後の維
持・活用のための技術的・機能的な更新が導入され
ていた点が特徴的であった。 
この２事例については、別稿 註 29で紹介したこと
もあり、本稿では、彼の「住宅作品」に焦点を絞っ
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て論じることとする。住宅作品は、基本的に私有物
であるため、上述した公共建築のような公的資金を
傾注した大々的な修復がなされる例はまれで、むし
ろ状況に応じて、時期・規模などまさにケース・バ
イ・ケースの形をとりながら修復が行われているも
のが目立つ。その状況は、ある意味では、オースト
リアにおける歴史的建造物保護の実情を示す上で、
より興味深い題材と言えるだろう。 
まず、今回複数の資料より判明したヴァーグナー
の主要な住宅作品 11 件の修復状況を示したのが、
「表２」である 註 30。1990 年代後半から最近にかけ
て、複数の住宅作品で順次修復が行われているのが
わかる。これらは、記念物局主導で計画的に順繰り
に行われている面もあるようだが、同時に、所有者
側の都合など様々な要素にも大きく左右されてい
るようだ。 
この中で住宅ならではの修復の難しさを示すも
のとして、「大学通りの集合住宅」が注目される。
これはヴァーグナー初期の作品の一つで、その独特
のファサード造形から「ズボン吊りの住宅
〔Hosenträgerhaus〕」という名称でも知られているも
のだ。この建築の場合、長年、修復の必要性が案じ
られていたものの、所有者の同意が得られず、処置
が施されないままになっていた 註 31。ちなみに、筆
者はウィーン留学中、この建築の前を毎日のように
路面電車で通っていたが、排煙で黒く汚れたファサ
ードのために、長いことこの建築がヴァーグナーの
作品とは気付かなかったほどである。ある時期から
修復用の足場が設けられ、修復が始まった。しかし、
何らかの事情により、ファサード一面を塗り直した
だけで、作業がとぎれてしまったらしい。現在、そ
の外観は極めて異様な状況である（図１）。 
続いて、二つの例を取り上げて、修復・改修の状
況を示したい。 
筆者は、2006 年 3 月にオーストリア記念物局を訪
問し、ヴァーグナーのいくつかの住宅建築の修復に
関わる記録 註 32を閲覧させてもらった。以下の記述
はその調査に基づいている。取り上げるのは、ヴァ
ーグナーの住宅建築の中でも特に知名度の高い「マ
ヨリカハウス（図２）」と、ヴァーグナー設計の住
宅が３棟並び建つ「レーンヴェークの住宅（図５）」
である。 
表２． オットー・ヴァーグナーの主要な住宅作品の修復状況 
建築名称 建設年 修復実施年 
グラーベンホーフ 1873-76 1987-88 
ヴィードナー・ハウプトシュトラーセ 65 番地の集合住宅 1875-76 2004 
ショッテンリンク 23 番地の集合住宅 1877 1999-2000 
大学通りの集合住宅 1877-78 2000 年頃。修復途中で中断 
レーンヴェーク 3 番地の旧ヴァーグナー邸（旧ホーヨース邸） 1889-90 修復中（2006 年完了予定） 
レーンヴェーク 5 番地の集合住宅 1889-90 1980-82 
マヨリカハウス（リンケ・ヴィーンツァイレ 40 番地の集合住宅） 1898-99 1978-80 
ケストラーガッセ 3 番地の集合住宅 1898-99 2006 年よりファサード修復予定 
ノイシュティフトガッセ 40 番地の集合住宅 1909-10 1998 年完了 
デーブラーガッセ４番地の集合住宅（ヴァーグナー臨終の家） 1911-12 1995 年完了 
ヴィラ・ヴァーグナー II 1912-13 1998 年完了 
 
図 1 「大学通りの集合住宅」の現状（左面は真 
  っ白に塗り直され、右面は薄汚れたままである） 
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■事例１．マヨリカハウス：記念物保護の厳格さと
柔軟さ 
ヴァーグナーの設計により 1898-99 年に建設され
たマヨリカハウスは、ファサード一面に施された、
マヨリカ焼きのタイルによる花模様の装飾で有名
である。世紀末ウィーンの建築・芸術・文化を象徴
するものとして、世界的な知名度を得ていると言っ
ても過言ではない。 
記念物局の記録によると、マヨリカハウスは 1951
年 5 月 11 日に記念物に指定されている。その後は、
この建築に何らかの変更を加えようとする場合、例
え小さなものであっても記念物局の許可が必要に
なる。記念物局の記録をもとに、申請の主なものと
それに対する同局の対応を、年代順にまとめてみる
と以下のようになる。 
 
1951 記念物保護下に置かれる 
1954 １階の店舗玄関の改修申請 →許可 
1972 エレベーターの修理の申請 →翌年許可 
1975 マヨリカ焼きタイルで有名なファサードの
大規模な修復・洗浄の提案（1977 年にウィー
ン古都市保存基金より補助金が認可され、
1978-80 年に実施） 
1990 屋階増築の問い合わせ →却下 
1991 ケーブルの導入 →許可 
1999 １階店舗の看板設置の申請 →許可 
   １階の飲食店開設のために、幅 50cm の店舗
入口を幅 80cm へと改築する工事の申請（幅
80cm という基準は建築警察によって提示さ
れたもの）  
   →外観デザインを極力変えない条件で許可 
2001 屋階増築の申請 →却下 
2003 エレベーターの新設 →却下 
 
この中で最も大規模なものは、1978-80 年のファ
サードを中心とした修復であり、その結果、往時の
マヨリカ焼きタイルによるファサードの輝きが取
り戻された。その他は、必要に応じた部分的な修
理・改修が不定期に申請され、その都度記念物局の
判断が下されるという形になっている。記念物保護
の観点から厳しい審査がなされ、申請が却下される
場合もあれば、生活の必要性に応じて、建造物の変
更が許可されている場合もある。 
 
                図２ 
 図３ 
 
 図４ 
図２ マヨリカハウス・ファサード全景 
図３ 同 1 階店舗入口(オリジナル)、図４ 同改築例 
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その中で個人的に最も興味深かったのは、1999
年の店舗の入り口の変更である。これは、１階店舗
をカフェに改装しようとした際、本来の幅 50cm の
入口では建築警察の許可が下りず、幅 80cm へと変
更するための申請がなされたものだった。この申請
に対して、記念物局は、オリジナルのデザインを極
力変更しないことを条件に許可している。 
この改築を実地で確認してみると、確かに全体的
な雰囲気を壊すほどのものではないが、しかし、隣
のオリジナルの店舗入口と見比べたとき、一見して
改変の様子がわかるデザインとなっていた（図３、
４）。このような改築の是非については判断が難し
いところであるが、この建築が一世紀以上前の、世
界的な建築作品であることを考慮したとき、非常に
大胆な変更に映るのは確かだ。 
 
■事例２．レーンヴェークの３棟の住宅：三者三様
の保存・修復状況 
ウィーン旧市街の南方に、ベルヴェデーレという
18 世紀に建設された有名な庭園つき宮殿がある。こ
のベルヴェデーレ宮殿の北側を走る通りがレーン
ヴェーク〔Rennweg〕である。ここにはヴァーグナ
ー設計の３棟の住宅が並び建っている。この事例に
関する記録を閲覧して興味深かったのは、その三者
三様さであった。住宅の保存・修復というものが、
所有者などの条件の違いによって多様な形を取り
うるということを、これらの建築は示している。以
下、三つの住宅の戦後の修復・改修状況を順に見て
いきたい。 
 
①レーンヴェーク５番地の集合住宅（図６） 
1889-90 年に建設されたこの集合住宅は、作曲家
のグスタフ・マーラーが住んでいたことでも知られ
ている。建築造形的にはさほど独創性はないが、記
念物保護の観点から見たときには、３棟の中で最も
健全な保護を受けてきた例だと言える。マヨリカハ
ウスよりはかなり遅く 1977 年 12 月 20 日に記念物
保護の指定を受けた。1980-82 年には、ファサード
の修復が行われている。続いて 1983 年には、店舗
を開設するための内部の改装申請が出され、実施さ
れている。1990 年代にもファサードの部分的な修復
や、窓などの変更申請が出され、実施されたようで
ある。記念物局の管理下で、いわば標準的な記念物
保護が行われてきた例だと言えよう。 
 
②レーンヴェーク３番地の旧ヴァーグナー邸 
（旧ホーヨース邸）（図７） 
ヴァーグナー自身も居を定めたこの住宅は、３棟
の中では建築史的に最も重要な作品である。同じく
1889-90 年に建設された。ファサードを上部と下部
に大きく二分し、上部をまるで額縁に囲まれたカン
バスのような平らな壁面として、そこにレリーフ状
の花模様の装飾を施している。当時としては極めて
斬新な表現であった。1903 年にヴァーグナーがホー
ヨース家に売却し、以後、1957 年までその邸宅とし
て使われた。何年に記念物となったかは判明しない
   
図５ レーンヴェークの３棟の住宅 
 左から１番地、３番地（修復中）、５番地の住宅 
 
   
図６ レーンヴェーク５番地の集合住宅 
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が、1955 年にファサード修復の許可がなされている
ので、それ以前だと思われる。この住宅は、1957
年にホーヨース家からユーゴスラヴィア連邦共和
国へと売却され、以後、同国の大使館として利用さ
れることになった（現在は、セルビア・モンテネグ
ロ大使館）。そのような所有者側の問題があったの
だろう。売却以降、2000 年まで、この建築は記念物
局の記録にはほとんど現れていない。 
2000 年になってようやく、同大使館より連邦記念
物局へ連絡が入る。ファサード表面の剥離が深刻化
しており、対応に苦慮している。その修復のために
資金援助が得られるか、という主旨の問い合わせで
あった。連邦記念物局は緊急に業者に見積もり調査
を依頼し、その後、ウィーン古都市保存基金に修復
のための助成要請をした。2004 年には資金援助が認
められ、現在はファサード修復が実施されている最
中である（2006 年秋に完了予定）。 
 建築史的な価値が高い作品ではあっても、同じよ
うな歴史的建築が多数存在するウィーンでは、所有
者もしくは市民の積極的な働きかけと協力がない
限り、保存・修復の順位が後回しにされてしまう。
そのことをこの事例は示しているのではないだろ
うか。 
 
③レーンヴェーク１番地の集合住宅（図８） 
この住宅も、同じく 1889-90 年に建設されたもの
である。一世紀の間にファサードなどが大きく改変
されており、ヴァーグナーの作品の中では重要度は
あまり高くないものと言える。実はこの建築は、
2002 年に最初の問い合わせがあった時点ではまだ、
記念物の指定は受けていなかった。記念物局の記録
が始まる契機となった 2002 年 10月の問い合わせは、
屋上階の増築に関するものである。その計画を作成
した建築家から、この建築が記念物に指定されてい
るか否かの問い合わせが来たのであった。この時点
では、正式には記念物保護下に置かれていなかった
が、実は、ウィーン３区が作成した記念物リストに
は選定されており、記念物指定手続きが実行される
準備段階にあったようだ。しかし、正式な記念物で
はなかったために、記念物局が計画の是非を判定す
る権限は有さず、屋階の増築は計画通り実施された。
もちろんこの住宅の場合、建築史的な価値はさほど
高くないと判断した上で、緊急な対応が見送られた
のだろう。とはいえ、この例は、同じ有名建築家が
設計した作品の中でも、記念物指定の対象になるか
どうかで、その後の対応に大きな違いが現れるとい
うことを示すものであり、その点で興味深い。 
 
５．おわりに 
本稿では、これまで日本ではあまり論じられるこ
とのなかったオーストリアの歴史的建造物保護に
ついて、その歴史と制度的な概要を提示した。さら
に第４章では、その具体例を示すために、オット
ー・ヴァーグナーの住宅作品の修復・改修状況を報
告した。第３章でも述べたように、オーストリアの
記念物は、住宅だけでも 10 万件以上ある。ゆえに
 
図7 レーンヴェーク3番地の旧ヴァーグナー邸 
  2000 年頃に撮影。ファサード上部で壁表面が部分
的に剥離している様子が見える。 
 
図８ レーンヴェーク１番地の集合住宅 
    屋上階が増築されている 
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ヴァーグナーの住宅作品は、あくまでそのごく一部
に過ぎないが、それでも確かに、オーストリアの歴
史的建造物保護の一面を示していたように思われ
る。 
第３章で指摘したように、オーストリアの記念物
保護の指定は、日本と比べてはるかに広範囲に及び、
それゆえ、日本と比較した場合、定義や対応に独特
の柔軟さ（言い替えれば、曖昧さ）を持つように見
える。マヨリカハウスの改修に見られたケース・バ
イ・ケースの対応はそれを示していたと言えるだろ
う註 33。そこで見た１階店舗入り口の改築は、建築
史的に極めて価値の高いファサードの一部を変更
するものであり、しかも誰の目にも留まりうるもの
であるから、筆者の目には、非常に大胆な改築に映
った。しかし、この建築は凍結されたモニュメント
ではなく、現在も日常生活の場として利用されてい
るものである。それゆえ、生活上の必要を満たして
いくこともまた、歴史的建造物を生きた遺産として
活用していく上では重要な問題であるはずだ。当局
は、記念物が抱えるそのような両面的な価値を比較
考量して判断を下したものと思われる。このような、
時に厳しく、時に寛容であるという柔軟な対応は、
歴史的遺産に恵まれたこの国（特にウィーンのよう
な都市）においては、欠かすことのできない重要な
手立てなのかもしれない。 
また、レーンヴェークの住宅に見られた三者三様
の保存・修復状況も、オーストリアの記念物保護特
有の幅の広さを示しているものと考えられる。すな
わち、まずは非常に多くの記念物に対して緩い保護
の網をかけ、そこから要請に応じて個別に対応して
いくという姿勢である。その結果、所有者の状況な
ど、様々な要素によって、記念物の受容のされ方が
多様な形を取るようになる。もちろん、どこの国で
も歴史的建造物の保存・修復では、多かれ少なかれ
ケース・バイ・ケースな対応がなされるものだろう。
ただ、オーストリアの場合には、そこに独特の柔軟
さと緩やかさがあるように感じられるのである。 
もとより筆者は、このようなオーストリアの歴史
的建造物保護のあり方について是非を論じられる
ような十分な知見を未だ持ち合わせていない。本稿
は、まずは研究の端緒として、この国の歴史的建造
物保護の概要提示を目的としたものであった。より
厳密な考察のために、今後はさらなる保存・修復事
例の調査、制度的特徴の把握、他国との比較等を行
っていきたいと考えている。 
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註 
註 1：管見によれば、日本の公刊物で、オーストリ
アの歴史的建造物保護について論じられてい
るものは、以下の２冊である。西村幸夫『都市
保全計画』東京大学出版会，2004，pp. 656-664。
ユッカ・ヨキレット（秋枝ユミ・イザベル訳）
『建築遺産の保存．その歴史と現在』アルヒー
フ，2005，pp.236-238, 301-309。いずれも、歴
史・制度に関する概略的な短い記述しかなされ
ていない。これは、イギリス、ドイツ、フラン
ス、イタリア、アメリカなどの記念物保護に関
する紹介状況と比べると、情報量としては極め
て少ないと言える。なお、本稿の執筆にあたっ
ては、上記の 2 冊も参照しつつ、主として、
Denkmalpflege in Österreich 1945-1970, Wien, 
1970 （以下、Denkmalpflege (1970)）および 
Denkmalpflege in Österreich, Wien, 1989（以下、
Denkmalpflege (1989)）という連邦記念物局発行
の２冊の基本文献を参照した。また、新しい情
報に関しては、オーストリア連邦記念物局のホ
ームページ（http://www.bda.at/）を参照した。
さらに、2006 年 3 月の現地調査の際の連邦記念
物局保存官からの助言を参考にした。 
註 2：本章の執筆にあたっては、主としてヨキレッ
ト前掲書，pp.236-238, 301-309，Denkmalpflege 
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(1970), pp.9-17, Denkmalpflege(1989), pp.143-146, 
http://www.bda.at/organisation/126/0/5780/texte/を
参照した。 
註 3：最新の記念物保護法は、連邦記念物局のホー
ムページ（http://www.bda.at/downloads/805/）か
らダウンロードできる。本稿でもそれを参照し
た。 
註 4：日本における類似の概念「伝統的建造物保存
地区」も、1975 年という近い時期に導入されて
いる点は興味深い。 
註 5：「通達」によってこれまでに記念物指定の対象
になった建造物に関しては、行政区ごとにリス
トが作成され、ホームページ上（http://www.bda. 
at/downloads/804/）からダウンロードできるよ
うになっている。 
註 6： http://www.bda.at/faq/0/1119/20#id_20 
註 7： http://www.bda.at/faq/0/1119/17#id_17 
註 8： ウィーン州保存委員会保存官の Dr.Maldoner
氏の説明による。 
註 9：http://www.bda.at/organisation/126/0/5780/texte/ 
註 10：この条項が 1999 年の時点で新たに加えられ
ているということは、それ以前はこのようなリ
スト化作業とその公開が、通常作業として行わ
れていなかったということだろうか。 
註 11：2006 年 3 月に筆者がウィーンで調査を行っ
たとき、ウィーン工科大学建築学科記念物保護
研究室と連邦記念物局の両方で、オーストリア
の記念物保護の基本文献として真っ先に提示
されたのが、註１で記したDenkmalpflege (1970)、
Denkmalpflege (1989)の２冊であった。1989 年
以降、同じような書籍は編集されていないよう
である。おそらく 2010 年前後にまた新しい解
説書がまとめられるのではないだろうか。ここ
では、Denkmalpflege (1989), p.69 の統計を参照
する。 
註 12：「表１」のデータもすべてが正確な数値によ
るものではなく、調査が未完成の地域および建
築種別（特に、世俗建築）に関しては、予想数
値が記されているとのことである（Denkmal- 
pflege (1989), p.69 参照）。おそらく、10 万件を
越える住宅・農家の中にも、1980 年時点では予
想数で提示されているものが含まれていると
考えられる。 
註 13：2006 年 8 月 1 日現在の日本の文化財建造物
の数は、指定文化財 2,511 件（4,358 棟）（内訳
は、国宝 213 件（257 棟）、重要文化財 2,298 件
（4,101 棟））、登録文化財 5,428 件の計 7,939 件
である（文化庁ホームページ（http://www.bunka. 
go.jp/）参照）。1996 年の登録文化財制度導入以
前であれば、さらに少なく、オーストリアとの
差は歴然としている。 
註 14：Ibid., p.70 
註 15：極端な例を言えば、自分が借りている住宅や
隣家が記念物指定されているかどうかもわか
らない場合がある。とくに近代の住宅建築では
指定されているかどうかが微妙なケースがあ
り、そのような建築を増改築したい場合には、
（現時点では記念物のリストが公開されてい
ないために）記念物局に直接問い合わせること
になる。第４章で述べる O.ヴァーグナーのレー
ンヴェーク１番地の集合住宅はその例である。 
註 16：http://www.bda.at/faq/0/1118/7#id_7 
註 17：連邦記念物局アーカイブの Prof.Dr. Theodor 
Brückler 氏の助言による。 
註 18：ちなみに日本では、登録文化財の選定基準と
して「５０年以上」と明記されている。また、
国指定文化財（重要文化財）の中で最も新しい
建造物は、2006 年 7 月に戦後の建造物として初
の指定を受けた２件（1955 年竣工の広島平和記
念資料館と 1954 年竣工の世界平和記念聖堂）
であり、ともに建設後 50 年以上という基準を
暗示するものとなっている。 
註 19：http://www.bda.at/faq/0/1120/52#id_52 
註 20：主として、Denkmalpflege (1989), pp.162-164
を参照した。ただし、資料が最新のものではな
いため、法改正によって若干変更がなされてい
る可能性はある。 
註 21：Denkmalpflege (1989), p.165 
註 22 ：連 邦記 念 物局 の構 成 に関 して は 、
http://www.bda.at/organisation/参照。なお、現在
「建築監督官」は空席となっており、長官が兼
務している。 
註 23：ウィーン市に限っては、市がそのまま一つの
州になっている。 
註 24：1967 年にいち早く州法として古都市保存法
を制定したザルツブルク州のように、地方独自
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の活動が積極的に行われている例があること
も付言しておく。 
註 25：Denkmalpflege (1989), pp.74-78、および
http://www.bda.at/organisation/888/ 参照。 
註 26：例えば、1914 年に出版された第 14 巻は、一
冊すべてがウィーン王宮に関するものである。 
註 27：さらに彼は、線路用の鉄橋といった土木建造
物も計画している。 
註 28：内訳は、銀行２棟（郵便貯金局を含む）、教
会２棟、商店２棟、病院１棟である。なお、ウ
ィーン市内に建設されたヴァーグナー作品の
リスト化に際しては、Otto Wagner: Villen, Wohn- 
und Geschäftshäuser, Interieurs (Aus- geführte 
Bauten), Wien, 2002 お よ び Otto Wagner: 
Ausgeführte Sakral-, Verkehrs- und öffentliche 
Bauten, Wien, 2002 を参照した。 
註 29：海老澤模奈人「オットー・ヴァーグナーの建
築作品の修復・改修に見る保存と更新」『日本
建築学会 2006 年度大会（関東）学術講演梗概
集 F-2 建築歴史・意匠』2006 年 9 月，pp.169-170 
註 30：この表は、保存官 Maldoner 氏の助言や、記
念物局発行の雑誌 Österreichische Zeitschrift für 
Kunst und Denkmalpflege に掲載された断片的な
情報などをもとにまとめた。すでに述べたよう
に、オーストリアでは現在、記念物のリストが
公表されていないため、このようなデータも簡
単には把握することができない。 
註 31：Österreichische Zeitschrift für Kunst und Denk- 
malpflege, Wien, 1998, p.298 
註 32：これは「Akten」と呼ばれるもので、日本語
では「調書」と呼んだ方がふさわしいかもしれ
ない。記念物にかかわる申請、問い合わせの内
容が、図面、その他の添付資料とともに時系列
的に番号を付けて保管され、記念物ごとのファ
イルにまとめられている。 
註 33：あくまで私見だが、マヨリカハウスはその建
築史的な意義からすれば、日本では重要文化財
級の価値がある建築だと思われる。その建築に
対して、改変が避けられる状況にありながら、
保存官の判断によって、敢えて改築を許可して
しまうというのは、やはり柔軟な対応と言える
のではないか。もっとも、その柔軟さが、他の
西欧諸国と比べてどの程度柔軟なものである
かについては、筆者は現時点では十分に論じる
ことはできない。オーストリアの歴史的建造物
保護制度と他国・他地域との比較考察について
は今後の課題としたい。 
 
 
図版出典 
図 1〜8：いずれも筆者撮影 
 
 
資料． 
 
資料１．「記念物保護法」項目 
 
第１章．一般的規定 
第１条 概念規定、適用範囲 
 
第２章．破壊もしくは変更からの保護 
第２条 法的推測に基づく暫定的な保護指定 
第２a 条 通達による暫定的な保護指定 
第３条 通知による保護指定 
第４条 記念物の破壊と変更の禁止、小規模の修理
作業の届出、危険からの保護活動 
第５条 記念物の破壊もしくは変更の許可、記念物
保護取消手続 
第６条 記念物の譲渡と負担、コレクションの統一 
第７条 周辺環境の保護 
第８条 埋蔵記念物の偶然の発見 
第９条 埋蔵記念物の発掘場所および発掘品の保
全のための措置 
第１０条 地域団体による埋蔵記念物に関する共
有財産配分の取得 
第１１条 埋蔵記念物発掘に際しての許可と義務 
第１２条 保護下にある記念物の明示 
第１３条 ハーグ協定に応じた措置 
第１４条 表彰、特別の承認 
第１５条 記念物諮問委員会 
 
第３章．違法な国外持ち出しに対する保護 
第１６条 保護対象文化財の範囲 
第１７条 輸出の許可 
第１８条 証明書 
第１９条 ヨーロッパ共同体の関税境界を越える
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文化財の輸出と一時的輸入 
第２０条 代替的購入、価値 
第２１条 許可と証明書の失効 
第２２条 一時的な輸出および一次的な輸入の再
輸出の許可 
第２３条 通達による輸出制限の例外 
 
第４章．史料 
第２４条 担当部局 
第２５条 史料、文書（概念定義） 
第２５a 条 通達による史料の暫定的保護指定 
 
第５章．一般的な規定、罰則規定、最終規定、経過
規定 
第２６条 当事者権と申請権 
第２７条 不動産記念物の所有者 
第２８条 申請の形式と通知 
第２９条 法的手段、先延ばしの効力 
第３０条 情報提供義務、連邦記念物局の視察権 
第３１条 保護措置 
第３２条 助成措置と補償給付 
第３３条 記念物基金 
第３４条 文化財の国有化 
第３５条 法律違反の輸出の疑いに際しての差し
押さえ 
第３６条 再生産および取り戻しの指示 
第３７条 罰則規定 
第３８条 手数料免除 
第３９条 手数料免除、費用負担 
第４０条 使用目的の決まった会計 
第４１条 遂行 
 
 
資料２．「記念物保護法」第１章抄訳 
 
第１章．一般的規定 
第１条 概念規定、適用範囲 
（１）この連邦法の規定は、人類が創作した、歴史
的、芸術的、あるいは特別な文化的意義を持つ、不
動産もしくは動産（「記念物〔Denkmale〕」）（人類が
手を加えることによって形成された廃墟と痕跡、並
びに人工的に築かれた、もしくは形作られた土地形
状を含む）に対して、それを保存することが、上述
した意義ゆえに公共の利益に資する場合において、
適用される。この意義は、その物自体に付随するも
のではあるが、同時に他の物との関係あるいは状況
から成立することもある。「保存〔Erhaltung〕」は、
破壊、変更もしくは国外への持ち出しからの保護を
意味する。 
 
（２）記念物に関して、総合的な視野で見たとき、
それを失うことが、質、並びに十分な数、多様性、
配分という点で、オーストリアの文化財存続を損ね
ることを意味するような文化財〔Kulturgut〕を、超
地域的あるいは差し当たっては地域的な（ローカル
な）見地から取り扱うような場合、保存は公共の利
益に存するものとなる。さらに、記念物の保存を通
して、歴史的な記録が行えるかどうか、そしてそれ
がどの程度達成できるかどうかは、本質的なことで
ある。 
 
（３）一群の不動産（アンサンブル〔Ensemble〕）
と動産のコレクション〔Sammlung〕は、その歴史
的、芸術的あるいは特別な文化的関連性ゆえに、そ
れが置かれる場所も含めて、全体として形成されう
るものであり、その保存は、この関連性ゆえに統一
体として公共の利益にあるものである。元々の、も
しくは後の計画あるいは実施の結果、関連するもの
として制作された、不動産記念物もしくは動産記念
物の多数（例えば、主棟とさまざまな種類の付属棟
をもつ城館、宮殿、住宅、統一的に形作られ、一組
の物になっている家具一式など）は、単体の記念物
と見なされる。さらに、住宅と直接接続し（隣接し）
守られた空き地、もしくは別の形で建築的に取り入
れられた空き地も、その住宅の一部と見なされる。 
 
（４）第１項（保護指定〔Unterschutzstellung〕）の
意味での保存における公共の利益は、法的推定（第
２条）に基づき、もしくは連邦記念物局の通達
〔Verordnung〕（第２a 条）を通して、もしくは連邦
記念物局の通知〔Bescheid〕（第３条）を通して、も
しくはオーストリア国立公文書館の通達（第２５
条）を通して、有効となる。アンサンブルとコレク
ションにおいては、統一体としての保存に関する公
共の利益は、連邦記念物局の通知を通してのみ有効
となりうる。 
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（５）単体の記念物、アンサンブル、あるいはコレ
クションの保存に関して公共の利益があるがどう
か、並びに、一つにまとまった全体として保存され
るべき統一体が問題であるかどうか、あるいはそれ
がどの程度問題となるかどうかは、連邦記念物局に
よって、これに関する学術的な研究成果を考慮した
上で、決定される。記念物保護下に置かれる対象の
選択に際しては、連邦記念物局によって作成された
記念物目録における評価が考慮される。評価に際し
ては、一般的に認められた国際的な評価基準が取り
入れられる。記念物に関して未だ十分な研究が終え
られていない場合─特に発掘が終わっていない埋
蔵記念物〔Bodendenkmal〕のような場合─、記念物
の保存に関する公共の利益の決定は、保護指定にと
って必要な事実が、学術的な認識状況に基づいてみ
たとき、少なくとも見込がある場合、さもなければ、
記念物の損傷なき保存が危険にさらされているよ
うな場合においてのみ、容認される。なお、そのよ
うな保護指定は、期限付きでなされることもありう
る。 
 
（６）記念物の保存に関する公共の利益は、常に、
保護指定が法的に有効になる時点にその記念物が
置かれているという状態において、確定される。 
 
（７）この連邦法において、特別の規定（第１条第
４項の最終文、第２条第１項第３行、第４条第１項
第１行、第６条第５項）が該当しない限りにおいて
は、単体の記念物に関する規定が、アンサンブルや
コレクションにも同様に適用される。 
 
（８）記念物の部分のみが保護される場合（部分保
護指定〔Teilunterschutzstellung〕）、この保護は、本
来保護対象となるべき部分の記念物的な保存にと
って必要な範囲であれば、それ以外の部分にも適用
される。 
 
（９）記念物の保護指定によって、その全ての構成
要素と付属設備、ならびにその記念物と結びついた
その他全てのもの、内部もしくは外部に刻みつけら
れている伝承された外見〔Erscheinungsbild〕あるい
は人の手の加わっていない外見、あるいは存続（実
体）に関わる部分もまたそこに加えられる。 
 
（１０）修復がもはやどうにも不可能であるか、も
しくは修復することがその対象の大きな変化に結
びついてしまうような場合、修復後にその記念物に、
資料的価値、それゆえに記念物としての意義がもは
や十分には認められなくなってしまうような場合、
このような静止状態もしくは特別の実体的（物質
的）な状態に、記念物が保護指定される時点で置か
れている場合は、保存は公共の利益に存するとする
ことはできない。 
 
（１１）「記念物」と「文化財」の概念は同義であ
り、同様に、「公共の利益」と「国民の利益」は同
義である。 
 
（１２）（略） 
